（別記様式１）　　
函館市指定管理者指定申請書
年　　月　　日　　

　函館市長　様


　　　　所在地または代表者の住所
申請者　名称
　　　　代表者の氏名　　　　　　　　
　　　　電話　　　　　－　　　－　　


函館市地域交流まちづくりセンターの指定管理者の指定を受けたいので申請します。
添付書類
　１　申請の資格を有していることを証する書類
　２　定款，寄附行為，規約その他これらに類する書類
　３　法人にあっては，当該法人の登記事項証明書（地方自治法第２６０条の２第１項の認可を受けた地縁による団体にあっては，同条第１２項の証明書）
　４　事業計画書
　５　施設の管理に係る収支計画書
　６　この申請をする日の属する事業年度の収支予算書および事業計画書ならびに前事業年度の収支計算書および事業報告書
　７　営利を目的とする法人にあっては，この申請をする日の属する事業年度の収支予算書および事業計画書ならびに直前３年の各事業年度の収支決算書および事業報告書ならびに法人市民税の納税を証する書類
　８　その他市長が必要と認める書類
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（別記様式２）　
誓　　　　約　　　　書

　申請者およびその代表者（７においては役員を含む。）が，次のいずれにも該当しないことを誓約します。

１　法律行為を行う能力を有しない者
２　破産者で復権を得ない者
３　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項（同令第１６７条の１１第１項において準用する場合を含む。）の規定により，市における競争入札への参加を制限されている者
４　地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第244条の２第１１項の規定による指定の取消しを受けてから５年を経過しない者，または，指定管理者に指定することが不可能となり，若しくは著しく不適当と認められる事情により，指定管理者の候補者の取消しを受けてから５年を経過しない者
５　次に掲げる者が無限責任社員，取締役，執行役，監査役，理事もしくはこれらに準ずる者，支配人または清算人である団体（②および③に掲げる者にあっては，市が資本金，基本金その他これらに準ずるものの２分の１以上を出資している法人を除く。）であって，指定管理者として指定することにより，市における指定管理者の業務が当該団体の業務の主要部分を占めることとなる者
　　①　議会の議員
　　②　市長および副市長　
　　③　法第１８０条の５の規定により市に設置されている委員会の委員および委員
６　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団およびその利益となる活動を行う者
７　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員

　　　　年　　月　　日

　　　　所在地または代表者の住所
申請者　名称
　　　　代表者の氏名　　　　　　　　
電話　　　　　－　　　－　　　　
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（別記様式３）　　　　　　　　
団　体　概　要　書

	項　　　目
	内　　　　　　　容

	団体の名称
	

	代表者の職・氏名
	

	所在地
	

	設立年月日
	

	資本金
	令和　年　　月　　日現在    　　   　千円

	従業者数

	令和　年　　月　　日現在　正社員　　　　人
非正社員　　　人

	主たる業務内容







	










	類似施設の管理に
関する過去の業務
実績






	











	連絡先


	連絡責任者の職・氏名：

	
	電話番号：
	ＦＡＸ番号：

	
	Ｅ-mail：



※　記入欄が足りない場合は，様式に準じて追加してください。

（別記様式４）
グループ申請に係る構成団体の委任状

年　　月　　日　

　函館市長　様


　　　　　所在地または代表者の住所
構成団体　名称
　　　　　代表者の氏名　　　　　　　　
　　　　　電話　　　　　－　　　－　　　　

　　　　　所在地または代表者の住所
構成団体　名称
　　　　　代表者の氏名　　　　　　　　
　　　　　電話　　　　　－　　　－　　　　

　　　　　所在地または代表者の住所
構成団体　名称
　　　　　代表者の氏名　　　　　　　　
　　　　　電話　　　　　－　　　－　　　　

　私達は，下記の団体をグループの代表団体として，函館市地域交流まちづくりセンターに係る指定管理者の指定の申請に関する一切の権限を委任します。

　　　　　所在地または代表者の住所
代表団体　名称
　　　　　代表者の氏名




※　構成団体の記載欄が足りない場合は，適宜追加してください。

（別記様式５－１）
事　業　計　画　書

団体の名称　　　　　　　　

Ⅰ　施設の管理に係る基本方針
	１　施設設置の目的が達成できるか






	２　市民の平等利用が確保され，市民サービスの向上が図られるか






	３　収支計画は，管理運営上支障のない内容となっているか






	４　事業計画に沿った管理を安定して行う物的・人的能力があるか






	５　緊急時対応などが確立されているか






	６　個人情報保護の適正な管理が図られるか





	７　雇用の安定と雇用環境の向上が図られるか






	８　環境に配慮した経営を行っているか





	９　障害者の雇用など，福祉対策に取り組んだ経営を行っているか






	10　地域活動との関わりや地域に対する貢献が図られるか






	11　設置目的に資する事業（市民活動支援事業）について





	12　設置目的に資する事業（市民の社会参加促進事業）について





	13　設置目的に資する事業（移住サポートセンター運営事業）について







※評価の基準となるため，具体的な考え方や取組み方針を，詳細に記載してください。

（別記様式５－２）
事　業　計　画　書

団体の名称　　　　　　　　

Ⅱ　指定期間内の年度ごとの業務計画（●●年度分）

１　業務の実施計画
※　業務処理要領（業務仕様書）に記載する内容以上の業務を実施する場合を具体的に明示してください。

（１）設置目的に資する事業の実施に関すること


（２）まちづくりセンターの施設の使用の許可および制限に関すること


（３）まちづくりセンターの維持管理に関すること


（４）その他の業務に関すること

２　人員体制図
※　組織体系図，人員配置数・職制・職種・業務分担，勤務ローテーション等について記載してください。



３　苦情処理，緊急時等の対応体制図




４　自主事業の提案・実施計画




５　その他（必要に応じて項目を設ける）


※　各事業年度ごとに作成してください。
（別記様式６）

施設の管理に係る収支計画書（●●年度分）

団体の名称　　　　　　　　　
１　収　入
	科　目
	内　　訳
	予算額（円）
	備　考

	　管理委託料
（自主事業利益）
（その他の収入）
	


	

	



	合　計（Ａ）
	
	
	



２　支　出
	科　目
	内　　訳
	予算額（円）
	備　考

	（例）
　人件費
　維持管理費
　・燃料費
　・水道料
　・電気
　・清掃，警備料
　・維持補修費
　・その他
　事務費
　・消耗品費
　・備品購入費
　・通信運搬費
　・その他
　事業費
　租税公課
・消費税
その他
	














（申告納税相当額を計上してください）
	
















	

















	合　計（Ｂ）
	
	
	



	差（Ａ－Ｂ）
	
	
	


備　考
１　指定管理期間内の年度ごとおよび合計の収支計画書を提出してください。
２　収支は税込みで記入し，具体的な積算の内訳・根拠を別紙（様式任意）で示してください。
　　（※人件費の内訳については，別途指定する様式により提出してください。）
３　 人件費など不課税支出に対する消費税相当額（申告納税相当額）については，租税公課に
「消費税」として計上してください。
４　消費税の免税および簡易課税の対象事業者は，その旨を備考欄に記入してください。
（別記様式７）

自主事業に係る収支計画書（●●年度分）

団体の名称　　　　　　　　
１　収　入
	科　目
	内　　訳
	予算額（円）
	備　考

	　販売収入等

その他の収入

	


	

	



	合　計（Ａ）
	
	
	



２　支　出
	科　目
	内　　訳
	予算額（円）
	備　考

	（例）
　人件費
　維持管理費
　・燃料費
　・水道料
　・電気
　・清掃，警備料
　・維持補修費
　・その他
　事務費
　・消耗品費
　・備品購入費
　・通信運搬費
　・その他
　事業費
　その他
	















	
















	

















	合　計
	
	
	



	差（Ａ－Ｂ）
	
	
	



備　考
１　指定管理期間内の年度ごとおよび合計の収支計画書を提出してください。
２　収支は税込みで記入し，具体的な積算の内訳・根拠を別紙（様式任意）で示してください。
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（別記様式８－１）
Ⅰ　市民活動支援事業実施計画
　　　　　　　　　　　　団体名　　　　　　　　　　　

１　市民活動支援事業実施計画

(1) 市民活動支援事業の具体的内容
	具体的な取組み内容，期待される効果など

	※　管理業務基準別表１「指定管理者が行う業務の範囲および具体的内容」の表中，具体的内容の欄に示す項目ごとに提案すること。ただし，講座の開催については，下記の(2)および(3)に記載すること。
　　なお，記載にあたっては，別添「提案事業特記仕様書」を参考とすること。

　１　市民活動に関する情報の収集および提供





　２　市民活動に関する助言





　３　事務ブースおよびロッカーの使用者の募集





　４　その他市民活動の支援に関すること








(2) 市民活動に関する講座の開催について（市民活動団体等対象：年２回以上）
	講座名
	対象者
	募集
人数
	参加料の徴収を予定する場合は，１人当たりの額(円)
	講座の目的と具体的な内容，期待される効果など

	



	市民活動
団体等
	
	
	

	




	市民活動
団体等
	
	
	



(3) 市民活動に関する講座の開催について（一般市民等対象：年２回以上）
	講座名
	対象者
	募集
人数
	参加料の徴収を予定する場合は，１人当たりの額(円)
	講座の目的と具体的な内容，
期待される効果など

	




	一般
市民
	
	
	

	




	一般
市民
	
	
	



※　各年度ごとに内容が違う場合は，その旨，明記のうえ作成すること。
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（別記様式８－２）
Ⅰ　市民活動支援事業実施計画
　　　　　　　　　　　　　　　       　　団体名　　　　　　　　　　　

２　市民交流事業実施計画

 (1) 市民交流事業の具体的内容
	具体的な取組み内容，期待される効果など

	※　管理業務基準別表１「指定管理者が行う業務の範囲および具体的内容」の表中，具体的内容の欄に示す項目ごとに提案すること。ただし，講座の開催については，下記の(2)に記載すること。
　　なお，記載にあたっては，別添「提案事業特記仕様書」を参考とすること。

















(2) 交流等に係る講座の企画・実施（年１回以上）
	講座名
	対象者
	募集
人数
	参加料の徴収を予定する場合は，１人当たりの額(円)
	講座の目的と具体的な内容，期待される効果など

	
	
	
	
	



※　各年度ごとに内容が違う場合は，その旨，明記のうえ作成すること。

（別記様式８－３）
Ⅰ　市民活動支援事業実施計画
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名　　　　　　　　　　　

３　情報発信事業実施計画

(1) 情報発信事業の具体的内容
	具体的な取組み内容，期待される効果など

	※　管理業務基準別表１「指定管理者が行う業務の範囲および具体的内容」の表中，具体的内容の欄に示す項目ごとに提案すること。ただし，講座の開催については，下記の(2)に記載すること。
　　なお，記載にあたっては，別添「提案事業特記仕様書」を参考とすること。

　１　「観光総合インフォメーションコーナー」を中心とした情報の提供等

　２　ホームページの開設，更新および維持管理

　３　「観光・まちづくり情報検索コーナー」における情報提供

　４　情報誌（ニュースレター）の編集および発行

　５　「函館の歴史と祭事ガイダンスコーナー」における情報提供

　６　「おすすめ散策ルートコーナー」における情報提供

　７　「パンフレットコーナー」における情報提供




(2) 地域の魅力の発見のための講座の企画・実施（年１回以上）
	講座名
	対象者
	募集
人数
	参加料の徴収を予定する場合は，１人当たりの額(円)
	講座の目的と具体的な内容，期待される効果など

	
	
	
	
	


※　各年度ごとに内容が違う場合は，その旨，明記のうえ作成すること。
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（別記様式８－４）
Ⅱ　市民の社会参加促進事業実施計画
　　　　　　　　　　　　　　　       　　団体名　　　　　　　　　　　

(1) 事業の具体的内容
	具体的な取組み内容，期待される効果など

	※　管理業務基準別表１「指定管理者が行う業務の範囲および具体的内容」の表中，具体的内容の欄に示す項目ごとに提案すること。
　　なお，記載にあたっては，別添「提案事業特記仕様書」を参考とすること。

　
　１　ボランティアに係る登録受付・案内・広報業務























※　各年度ごとに内容が違う場合は，その旨，明記のうえ作成すること。
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（別記様式８－５）
Ⅲ　移住サポートセンター運営事業実施計画
　　　　　　　　　　　　　　　       　　団体名　　　　　　　　　　　

(1) 事業の具体的内容
	具体的な取組み内容，期待される効果など

	※　管理業務基準別表１「指定管理者が行う業務の範囲および具体的内容」の表中，具体的内容の欄に示す項目ごとに提案すること。ただし，セミナー等の開催については，下記の(2)に記載すること。
　　なお，記載にあたっては，別添「提案事業特記仕様書」を参考とすること。

　１　移住検討者および移住者の相談業務








　２　移住検討者への情報提供および移住促進に係る活動に関すること







３　移住者の定住支援に関すること
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 (2)セミナーおよび移住者交流会の開催について（年２回以上のセミナー，月１回以上の移住者交流会）
	講座名
	対象者
	募集
人数
	参加料の徴収を予定する場合は，１人当たりの額(円)
	講座の目的と具体的な内容，期待される効果など

	（セミナー）


	
	
	
	

	(移住者交流会）
	
	
	
	




※　各年度ごとに内容が違う場合は，その旨，明記のうえ作成すること。

17
（別記様式８－６）
Ⅳ　総合窓口の設置・運営実施計画
　　　　　　　　　　　　　団体名　　　　　　　　　　　

(1) 事業の具体的内容
	具体的な取組み内容，期待される効果など

	※　管理業務基準別表１「指定管理者が行う業務の範囲および具体的内容」の表中，具体的内容の欄に示す項目ごとに提案すること。
　　なお，記載にあたっては，別添「提案事業特記仕様書」を参考とすること。

　１　総合窓口の設置に関すること







　２　情報発信の一元化に関すること












· 各年度ごとに内容が違う場合は，その旨，明記のうえ作成すること。
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